別紙様式
平成２４年度当初予算　　　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:新スマートフォンプロジェクト推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　情報産業課　情報産業担当　電話番号：058-272-1111（内3112）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：23,000(24,897)千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


高機能携帯端末（スマートフォン）市場は、世界的に拡大を続けており、２０１５年には携帯電話の約５０％がスマートフォンに置き換わると予測されている。それに伴いスマートフォンに機能付加する専用ソフトウェア（アプリ）の販売市場も増加の一途をたどっており、国内においても２０１０年の２１０億円規模から、２０１５年には、６，３４０億円に達すると予測されている。これは、国内の玩具市場と同規模であり、スマートフォンアプリ開発は、世界的にも新たな成長産業として最も注目を集めている分野といえる。
一方で、市場の拡大にアプリ開発人材の供給が追いついておらず、アプリ開発関連企業では、人材不足が深刻な課題となっている。
こうした背景のなか、岐阜県では平成２１年より「ＧＩＦＵ・スマートフォンプロジェクト」を展開し、アプリ開発人材の育成と交流の基盤づくりを進めてきた。こうした人材の交流は、ソフトピアジャパンのハード環境、ＩＡＭＡＳの先進的技術、県の積極的支援といった各種資源があって初めて実現した、首都圏をはじめ、他地域では決して実施できない取り組みであり、全国的にも高い注目を集めている。

今年度は、アプリ開発人材の育成と交流の拠点として、ソフトピアジャパンが活況を呈する流れを持続発展させるため、人材育成の拠点に加え、交流のための拠点施設設置と交流促進のための事業を実施することで、ソフトピアジャパンの魅力と地域価値の更なる向上を図る。
（１）スマートフォンアプリ開発人材の育成拠点の整備

他地域では受講できない「デザイン」「音楽」といった付加価値の高い講座の開催が可能となるようＰＣ、ソフトウェアを整備する。また、より幅広いスマートフォンアプリを対象とした講座が可能となるよう、ｉＰｈｏｎｅに加え、Ａｎｄｒｏｉｄ搭載スマートフォン、タブレットなども整備する。
（２）拠点施設を活用した交流促進事業の実施
スマートフォンプロジェクトをきっかけに多くの人材がソフトピアジャパンエリアに集まりはじめており、エリア発のアプリも多数公開されている。加えて、県内各地域の伝統産業などと結びついたスマートフォン関連商品の開発、スマートフォンを活用した観光誘客などの取り組みも実現し始めている。こうした商品等の常設展示や、開発者、製造業者、県内各地域といった人材等が交流の促進を図るためのセミナーやワークショップ等を開催することで、スマートフォンをきっかけとした産業全体の振興を促進する。
また、ソフトピアジャパンでしか参加できない、異業種・異分野の情報交換会やデザインのための勉強会、フリーワーキングスペースなどを定期開催し、人材交流の促進と地域価値の更なる向上を図る。

	２　所要経費


（１）スマートフォンアプリ開発人材の育成拠点の整備　　16,500(18,020)千円

（２）拠点施設を活用した交流促進事業　　　　　　　　　 6,500( 6,877)千円

＜内訳＞

・ワークショップ開催、常設展示関連経費：(3,959)千円
・異業種・異分野の情報交換会開催経費：(1,987)千円

・デザインのための勉強会開催経費：(931)千円千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・時代に対応した新たな産業を集積させる
	２　これまでの取組状況


平成２１年度から、ふるさと雇用再生特別基金等を活用し、ＧＩＦＵ・スマートフォンプロジェクトとして、ソフトピアジャパンに拠点施設「モバイル・コア」を設置し、高度なアプリ開発講座（iPhone塾、Android塾）や異業種・異分野の情報交換会（モバイルカフェ）等による人材育成・輩出を進めてきた。これらは、全国でも例のない、先進的な取り組みとして、高い注目を集めている。
	３　これまでの取組に対する評価


各種の事業展開により、新聞、テレビ等の各種報道でも多く紹介され、全国的にも注目度が高まっており、アプリ開発人材の育成拠点としてのソフトピアジャパンという評価が定着しつつある。
それを受け、首都圏をはじめとする県外企業から、アプリ開発人材の確保に関する相談、要望が多数寄せられており、ソフトピアジャパンエリアにおける人材育成・輩出に対し、高い期待が寄せられている。
なお、ソフトピアエリアにおける入居企業数は、プロジェクト開始以降、徐々に増加傾向となっており、企業集積の点でも効果が現れている。

　※入居企業数

・平成２１年１０月１日現在：１２２社

・平成２２年１０月１日現在：１３２社（対前年＋１０社）

・平成２３年１０月1日現在：１４６社（対前年＋１４社）
	決定額の考え方


所用備品等の単価について、市場単価を考慮し計上することとします。
	要求額の財源内訳（単位：千円）
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